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Ⅰ．概要 

1. 国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）の諮問機関であるサステナビ

リティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）会議が、2026年 5月 19日にフランクフ

ルト（ドイツ）にて開催された。本 SSAF会議の主な概要は次のとおりである。

2026年 5月 SSAF会議出席メンバー 

2. SSAFは、指定された個人によって代表される 12から 16の組織により構成され、ISSBの

議長又は副議長がその議長を務める。SSAFは、ISSBに技術的な助言を行うことを目的と

しており、SSAFによる助言は、ISSBによる高品質な基準開発の一助になるとされている。

（SSAFメンバー） 

組織名 

パン・アフリカ会計士連盟（PAFA） 

南アフリカ勅許会計士協会（SAICA） 

ブラジルサステナビリティ報告委員会（CBPS） 

カナダサステナビリティ基準審議会（CSSB）

メキシコ財務報告基準審議会（CINIF）

アジア・オセアニア会計基準設定主体グループ（AOSSG）

オーストラリア会計基準審議会（AASB）

中国財政部会計司（MOF-ARD） 

インド勅許会計士協会（ICAI）

韓国サステナビリティ基準委員会（KSSB）及び金融委員会（FSC） 

サウジ勅許職業会計士協会（SOCPA）

サステナビリティ基準委員会（SSBJ）

トルコ会計・監査基準局（KGK）

ドイツ会計基準委員会（DRSC） 

エフラグ（EFRAG）

英国財務報告評議会（FRC） 
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（オブザーバー） 

グローバル・レポーティング・イニシアティブ（GRI） 

2026年 5月 SSAF会議の議題 

議 題 AP* 予定 

時間 

実際 

時間 

参照 

ページ 

1 IFRS S1号及び IFRS S2号の導入支援 1 60分 65分 3 

2 GHGプロトコルの最新動向 2 60分 66分 5 

3 「SASBスタンダード」の向上 3 60分 68分 9 

4 自然関連開示 4 60分 55分 14 

5 アジェンダ計画及び会議概要 5 15分  5分 22 

*AP：アジェンダ・ペーパー 

今後の日程(予定) 

2026年 10月 

SSAF会議への対応 

3. 本 SSAF会議への対応については、2025年 5月 12 日開催のサステナビリティ基準委員会

において、発言案等の検討を行った。 
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II. IFRS S1号及び IFRS S2 号の導入支援 

議題の概要 

4. ISSB は、IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」

（以下「IFRS S1号」という。）及び IFRS S2号「気候関連開示」（以下「IFRS S2号」と

いう。）の導入支援を目的として、教育的資料の開発及びキャパシティ・ビルディングに

関する取組みを行っている。 

5. 本セッションでは、ISSBスタッフ及び AASB代表者より、教育的資料の開発状況、キャパ

シティ・ビルディングに関する取組み、及び導入支援に関する法域又は地域の基準設定

主体との効率的な作業の方法に関する概要の報告がなされ、質疑応答及び意見交換が行

われた。 

SSAF会議での議論の概要 

6. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) キャパシティ・ビルディングに関する取組みの一環であるトレーニング・パートナ

ー・プログラムに関連し、トレーニング・パートナーと法域の基準設定主体との連携

方法について、ISSB の考え方を確認したい。（オーストラリア） 

(2) （(1)の発言に関して）法域の基準設定主体がトレーニング・パートナーとして参画

する、又はコンテンツの開発や各法域向けのカスタマイズ等、一部の役割について

参画することが考えられる。（ISSBスタッフ） 

(3) （(1)の発言に関して）法域の基準設定主体がトレーニング・パートナーに法域の関

心事等を知らせておくことで、トレーニング・パートナーを介した直接的な関与や

トレーニング対象者の特定に役立つ等、より協調的なトレーニングを実施すること

ができると考える。（Sue Lloyd副議長） 

(4) IFRS 財団のウェブサイトには様々な情報が掲載されているため、利用者に対する情

報伝達の観点から改善すべきであると考えられる。ISSB には情報をより分かり易く

提示する方法を検討することを提案したい。（英国） 

(5) 我が法域では、規制当局や作成者等の関係者に教材の利用が集中しているが、将来

の専門家を育成するために、大学にも取組みを広げていきたいと考えている。その

ため、ISSB として学術界が使用できる教材作成について、検討されていることがあ
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れば確認したい。（ブラジル） 

(6) （(5)の発言に関して）大学はトレーニング・パートナー・プログラムにおけるトレ

ーニング・パートナーの資格を有している。また、トレーニング・パートナー・プロ

グラムに参加することは、トレーナー育成の目的にも適っている。（ISSBスタッフ） 

(7) トレーニング・パートナー・プログラムの研修資料を各法域の言語に翻訳するとい

う ISSBの方針を支持する。また、IFRS S1号及び IFRS S2号の導入支援のために、

法域のプロファイル及びスナップショットに基づいて、教育的資料及びキャパシテ

ィ・ビルディングに関する取組みを共有する意欲がある法域に対して、ISSB がその

機会を提供することを提案する。（中国） 

(8) 教育的資料及びキャパシティ・ビルディングに関する取組みを支持する。今後も実

務的な事例に焦点を当て、中堅レベル及び基準導入の初期段階にある作成者に対し

て、より資料を利用し易くするための取組みを推奨したい。また、気候変動のシナリ

オ分析と予想される財務的影響については、更なる取組みが必要であるとの意見が

聞かれている。(カナダ) 

(9) （(8)の発言に関して）シナリオ分析に関する教育的資料は作成したものの、関係者

が真に関心があるのは、よい事例はどのようなものかという点であると考える。ISSB

はサステナビリティ報告の開示例をモニタリングしており、ガイダンスとして提示

できるかどうかを検討している。（Sue Lloyd副議長） 

(10) 英語が母国語でない人々にとって、トレーニング・パートナー・プログラム等への参

加は必ずしも容易ではない。そのため、翻訳に加えて、基準設定主体は、法域独自の

教育的資料を作成する役割を担っていると考える。法域独自の教育的資料を作成す

る場合、ISSB基準との乖離が生じることも懸念されるため、ISSBが一般的な原則や

ガイドライン等を示すことを提案したい。（韓国） 

(11) オーストラリア固有の参照として使用できる気候変動のシナリオ等、シナリオ設定

に関する法域での協力関係の構築について質問したい。（メキシコ） 

(12) （(11)の発言に関して）シナリオ分析に関するアプローチや参考資料の入手方法等

の情報提供や、シナリオ分析に関するワークショップを開催している。（AASB） 

(13) ISSBと AASBとの連携のように、同様のモデルを採用したいと考える法域に対して、

ISSBが何らかの原則やプロトコルを策定しているかどうかを確認したい。(カナダ) 

(14) （(13)の発言に関して）予期せぬ事態が生じることを回避することが最も重要な原
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則であり、お互いの期待や状況を理解し、よい関係を構築したい。（Sue Lloyd副議

長） 

(15) IFRS S1号及び IFRS S2号の導入及び開示の進展に伴い、ベスト・プラクティスや好

事例集のデータベースを構築する計画があるか確認したい。（南アフリカ） 

(16) （(15)の発言に関して）ベスト・プラクティスや好事例集の提供を通じて、実際の開

示がどのようなものになるか確認できることは、利害関係者が期待しているところ

と考えられる。ISSB は開示例をモニタリングし、具体的な開示例を示すために関係

者とどのように連携できるか、今後の開示の進化と改善をどのように支援できるか

について検討している。（ISSBスタッフ） 

(17) （(15)の発言に関して）利害関係者が期待しているところは理解できるが、公表し

た開示例がテンプレート化するリスクがある。国際会計基準審議会（IASB）では過去

にこのような対応を行っておらず、ISSB もバランスを取りながら対処したいと考え

ている（Sue Lloyd 副議長） 

(18) 独自の慣習を有している発展途上国に対して、効果的に基準を導入できるようなガ

イダンスやアドバイスを提供することを期待している。（インド） 

 

III. GHGプロトコルの最新動向 

議題の概要 

7. 温室効果ガスプロトコル（以下「GHG プロトコル」という。）は、現在、企業の炭素会計

（カーボン・アカウンティング）に関する、次の基準等の更新や開発を検討している。 

(1) 「企業算定及び報告基準（2004年）」（コーポレート基準） 

(2) 「スコープ 2ガイダンス（2015年）」 

(3) 「コーポレート・バリュー・チェーン（スコープ 3）算定及び報告基準（2011 年）」 

(4) 行動及びマーケット手段に関する情報要請 

8. 本セッションでは、GHGプロトコル議長の Alexander Bassen 氏より、前項の GHGプロト

コルの公表物に関する開発状況の概要が報告され、質疑応答及び意見交換が行われた。 
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SSAF会議での議論の概要 

9. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) GHGプロトコルの基準等における開示要求のうち、何が ISSB基準と関連し、何が ISSB

基準と関連しないかを認識し、我々の役割と GHG プロトコルの役割との境界線を明

確にする必要がある。IFRS S2 号と GHG プロトコルの基準等との関連性は関係者に

とって理解が困難であることが考えられる。（Sue Lloyd副議長） 

(2) （(1)の発言に関して）ISSB 基準等の国際的なサステナビリティ開示基準を採用し

ていない法域は世界に数多く存在するため、我々はそれらの法域に対しても基準等

を提供しなければならないと考えている。サステナビリティ開示基準の策定と開示

の方法論に関する提言との間でバランスを取ることが重要であり、利用者が異なる

アプローチに混乱することを避ける必要がある。（GHGプロトコル議長） 

(3) 今後、GHG プロトコルによる公開協議が開始される前に IFRS 財団と共同でメッセー

ジを発信するようなアプローチを検討するのはどうか。これにより、公開協議のど

の側面が、将来、IFRS S2号の要求事項を変更する可能性があるのかを明確に示せる

ことになる。（オーストラリア） 

(4) （(3)の発言に関して）現在、公開協議の期間は 60 日間であるが、関係者から短す

ぎるとの指摘があるため、90 日間や 120日間などへの延長を検討している。また、

留意すべきことは、関係者は、GHGプロトコルの基準等が最終化したとしても、ISSB

基準や法域のサステナビリティ開示基準に関する公開協議への対応が必要になると

いうことである。我々は望まないが、各法域で GHG プロトコルの基準等を採用しな

いという選択肢もあり得ると考える。（GHGプロトコル議長） 

(5) GHG プロトコルの基準等は、多様な利害関係者によってさまざまな用途に用いられ

ており、これが状況を複雑化させていると考えられる。また、GHGプロトコルが成し

遂げようとしている作業量は膨大である。このため、ISSB は、状況を一変するよう

な具体的な論点にのみ焦点を当てるべきであると考える。基準を変更する部分を限

定し、また削除可能な論点は削除することで、これから押し寄せる変化に圧倒され

ることを和らげることができると考える。同時にあらゆる異なる要求に応えようと

しないことが重要である。 

 GHGプロトコルのガバナンスについて、一部懸念がある。GHGプロトコルの基準等

はもはや単なる自主的に開発された基準等ではないため、全体の議論の透明性や会

議の可視化を高めることが極めて重要である。現状、外部からアクセスできる情報
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は各ワーキング・グループのプレゼンテーション資料と議事録のみであり、何が議

論され、どのような決定が行われたのか、基準等の根拠を把握するのは非常に困難

である。現在実施されている情報要請の 60日間のコメント期間も短かすぎる。各法

域の利害関係者が協議プロセスに有意義に関与できるように、協議プロセスとスケ

ジュールの可視性を高める必要がある。 

 ISSB においては、GHG プロトコルの基準等の変更をどのように評価するのか、ま

たその評価は公開されるのかを教えてほしい。（英国） 

(6) （(5)の発言に関して）GHG プロトコルの基準等の公開協議は、IFRS S2 号を今後も

機能させるための機会と捉えている。ISSBは、ISSBの利害関係者が公開協議に参加

できるように支援したいと考えている。GHG プロトコルの基準等の改訂は、ISSB が

IFRS S2 号における GHG プロトコルの参照を変更しない限り影響は及ぼさないと考

えている。公開協議を経ることなく、IFRS S2号を改訂することはない。（ISSBスタ

ッフ） 

(7) （(5)の発言に関して）GHGプロトコルと IFRS財団との覚書には特別な条項があり、

GHG プロトコルが修正案を公表する際に、その修正案に ISSB 基準の目的の達成に反

すると判断される項目があるかどうかを書面で確認することが含まれている。これ

は、GHG プロトコルの基準等の改訂についての我々の判断を示す一種のシグナルで

ある。この判断を裏付けるために、ISSBは、通常通り、ISSBボード会議を通じた透

明性のある意思決定プロセスを実施することになる。（Sue Lloyd副議長） 

(8) （(5)の発言に関して）GHG プロトコルにおける議論について、ワーキング・グルー

プでは重要な情報は公表されているが、独立基準審議会（ISB）レベルでは、例えば

議事録のすべてが公表されているわけではない。現在、改善に取り組んでおり、今後

これらの資料を公表できるようにする予定である。 

 IFRS 財団は、現在公表されている GHG プロトコルの公開協議の内容のすべてに同

意しているわけではない。例えば、スコープ 2 温室効果ガス排出の測定における時

間単位のマッチングは、多くの関係者から実現可能性が乏しいと言われているが、

重要なことは我々が達成したい理想的な状況とは何かを問うことである。関係者が

これを非常に優れた目標であると合意した場合には、次にどのように達成できるか

を検討することになる。法域や地域によっては、この目標と現実とが大きく乖離す

ることも理解しているが、それほど乖離していない場合もあると考られる。（GHG プ

ロトコル議長） 

(9) 我々は、我々の地域のサステナビリティ開示基準との相互運用可能性を確保するた
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め、GHGプロトコルによる公開協議への対応を通常の作業計画に組み込んでいる。公

開協議の期間は 120 日間が理想と考えている。また、情報要請と公開協議の違い、

公開協議の開始予定時期の遅延、基準間の重複を回避する措置、また GHG プロトコ

ルの新しい CEOの役割について教えてほしい。（エフラグ） 

(10) （(9)の発言に関して）GHG プロトコルの各基準等の改訂作業は、それぞれに異なる

タイムラインを設定しているが、範囲が重複する部分はある。重複を避けるための

取組み、その管理に向けた対応を開始しているところである。情報要請の目的は現

状を把握するための最初のフィードバックを収集することであるため、現在公表し

ている情報要請の意見募集期間は 60日間に設定されている。今後、公開協議を行う

際は 60 日間以上の期間を設ける予定である。新しい CEO は、GHG プロトコルにおけ

るさまざまな機関の業務について、どのように整合させるのかに注力し、資金調達

や関係団体との協議を一元的に担う予定である。（GHGプロトコル議長） 

(11) 我々は、ISSB が、IFRS S2 号と発展する炭素会計との整合性の確保と、作成者や法

域にとって安定的で運用可能な報告プラットフォームとのバランスをどのように採

るのかに関心がある。IFRS S2 号の基礎となる炭素会計における重要な要素が変更

された場合、ISSB は継続性と比較可能性をどのように維持することになるのかを教

えてほしい。（カナダ） 

(12) （(11)の発言に関して）我々が重点を置いているのは比較可能性への影響である。

スコープ 2温室効果ガス排出に関する GHGプロトコルによる提案のうち、グランド・

ファーザー条項が長期の比較可能性の欠如を招く可能性があることを指摘した。 

 個人的には、安定した報告プラットフォームの役割は、GHGプロトコルの基準等の

改訂を適用したい企業が、ISSB 基準を適用した報告と GHG プロトコルの基準等を適

用した報告のために異なる対応を迫られることなく、関係者の混乱を最小限に抑え

るように支援するであると考えている。例えば、発効日について、GHGプロトコルの

使用の義務化を遠い将来において設定することも可能であるが、早期に採用できる

選択肢を残すこともできると考える。（Sue Lloyd 副議長） 

(13) GHGプロトコルは、基準等の改訂を策定するにあたり、企業に対する支援やプロポー

ショナリティのメカニズムを検討されているのか、また、企業の準備状況、保証や監

査可能性をどのように検討されているのかを教えてほしい。（南アフリカ） 

(14) （(13)の発言に関して）GHGプロトコルは、さまざまな教育的資料を提供している。

関係者によるフィードバックを反映し、オンライン・セッションや資料に加え、開示

プロセスを支援する計算ツールなども開発する予定である。科学的根拠に基づく基
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準は素晴らしいが、複雑すぎて適用方法が理解されない場合、誰も使わない基準と

なる問題がある。開示要求については、ISSB 基準における要求事項と整合させるこ

とを重視している。（GHGプロトコル議長） 

(15) （(13)の発言に関して）企業の温室効果ガス排出の測定においては、GHGプロトコル

を参照するが、IFRS S2 号におけるプロポーショナリティのメカニズムを適用する

ことになる。IFRS S2 号における規定は、GHGプロトコルにおける測定に関するいか

なる規定よりも優先される。これらは GHG プロトコルとの連携において極めて重要

な保護措置といえる。ただし、GHGプロトコルでは何を包含し何を除外すべきかが細

かく規定されており、実際にはこれらは IFRS S2 号を適用する際に参照すべきでは

ないが、関係者の混乱を招きやすい点となっている。（Sue Lloyd副議長） 

 

IV. 「SASBスタンダード」の向上 

議題の概要 

10. ISSB は、優先度が高い 12 の産業を対象に「SASB スタンダード」の向上プロジェクトの

第 1 フェーズとして公開草案の開発を開始することを決定し、2025 年 7月に 9つの産業

を対象とした公開草案「『SASBスタンダード』に対する修正案」及び公開草案「『IFRS S2

号の適用に関する産業別ガイダンス』に対する修正案」（以下合わせて「2025年 7月公開

草案」という。）、その後、2026年 3月に残りの 3つの産業を対象とした公開草案「『SASB

スタンダード』及び『IFRS S2号産業別ガイダンス』に対する修正案」（以下「2026年 3

月公開草案」という。）を公表した。 

11. ISSBは、2025年 7 月公開草案について意見募集を締め切り、利害関係者から寄せられた

フィードバックについて議論を開始している。一方、2026 年 3 月公開草案については、

2026年 7月 24日を期限として意見募集を行っているところである。 

12. 本セッションでは、「SASBスタンダード」の向上プロジェクトに関する最新の動向につい

て ISSB スタッフより説明がなされ、2026 年 3 月公開草案に関する次のような質問に対

する意見を求めることを踏まえ、質疑応答及び意見交換が行われた。 

(1) 利害関係者から初期のフィードバックを受領しているか。 

(2) これまでにどのような意見収集の活動を行ってきたか。 

(3) 公開協議期間中における最も効果的な連携の在り方について、何か提案はあるか。 
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SSAF会議での議論の概要 

13. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 我々は、2026年 3月公開草案について、2025年 7月公開草案を補足するものと捉え

ており、「SASBスタンダード」の向上プロジェクトの第 1フェーズの検討を進めるべ

きとの見解を有している。しかしながら、「SASBスタンダード」の構造の問題や、今

後の産業別基準に関する対応については、著しい懸念があり、これらを議論せずに

ISSBが第 2フェーズの作業を進めるべきかについては、確信を持つことができない。 

 我々の提案としては、まず第 1 フェーズを完了させ、その後、第 2 フェーズに着

手する前に、今後の産業別ガイダンスをどのように扱うのかについて議論し、その

方向性に世界中の関係者が納得していることを確認したうえで、必要であれば第 2

フェーズに取り組むべきであると考える。我々は、第 2 フェーズを自動的に進む次

のステップであるとは考えていない。（SSBJ） 

(2) （(1)の発言に関して）具体的な懸念の内容について、別途フォローアップしたい。

（Sue Lloyd副議長） 

(3) この「SASB スタンダード」の向上プロジェクトの最終目標は何であるのか、すなわ

ち、「SASB スタンダード」が ISSB 基準において、あくまでも任意のガイダンスとし

て留まるのか、将来的に ISSB基準の一部になるのかを把握することは重要であり、

我々のリソースの有効利用にもつながると考えている。（英国） 

(4) （(3)の発言に関して）コメントについて直接的な回答を述べることはできないが、

「SASBスタンダード」の参照が「shall」であれ「may」であれ、ISSB基準の適用企

業は利用者が一貫して必要とする産業固有の情報を開示しなければならない。企業

が「SASB スタンダード」の恩恵を受けられない場合には、適切な適用に向けたガイ

ダンスをどこに求めるべきかを見極める必要があるが、これはかなり困難であるこ

とが考えられる。（Sue Lloyd副議長） 

(5) 我々の地域のサステナビリティ開示基準を適用する企業は、産業固有の指標を開示

する必要があり、「SASBスタンダード」はその際に利用できる主要な事例の源泉とな

っている。このため、我々のコメント・レターが焦点を当てているのは、我々の地域

のサステナビリティ開示基準と「SASB スタンダード」との相互運用可能性を促進す

ること、「SASB スタンダード」を産業固有の指標の情報源として活用することであ

る。 

 「SASBスタンダード」と ISSB基準は相互に補完的な形で策定され、両者の間に重
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複が生じないように確保すべきである。自然関連開示の基準設定においては、産業

横断的指標は要求しないとの暫定決定がなされたが、「SASBスタンダード」にある指

標の多くはセクターを問わず繰返し用いられているため、実際にはセクター横断的

であり、これらを特定するべきと考えられる。（エフラグ） 

(6) 「SASBスタンダード」に関する将来の構造の見直しについて、予定が分かれば教えて

ほしい。（カナダ） 

(7) （(6)の発言に関して）ISSB基準のテーマ別基準や「SASBスタンダード」の方向性は

将来に決定されると考えられるものの、産業固有の情報の開示が常に必要とされるで

あろうという点は自信を持って言える。また、その産業固有の情報の開示にあたっ

て、「SASB スタンダード」は非常に重要な役割を果たしている。我々は、「SASB スタ

ンダード」を実際に適用している関係者から意見を得ることが有用であると考えてい

る。（Sue Lloyd副議長） 

(8) 我が法域では「SASB スタンダード」を採用している企業が多くはなく、また、農産物

産業や食肉、家禽及び乳製品産業の対象となる企業が乏しいため、電気事業者及び発

電事業者産業に焦点を当て、利害関係者との対話を行う予定である。このような場合

を想定し、単一ではなく複数の法域を対象とするアウトリーチ・イベントの開催など

も検討するとよいのではないか。（英国） 

(9) （(8)の発言に関して）法域によって対象産業への関連性の度合いが異なる点につい

ては、各法域で関連性の高い産業についてのコメントが得られることを期待してい

る。（Sue Lloyd副議長） 

(10) 利害関係者との関わりについては、課題があると考えている。ISSB は、投資家を中

心とした法域ごとのバーチャルなアウトリーチ・セッションを設け、各法域の基準

設定主体を通じて法域の投資家に働きかけるような取組みを行えば、より良いフィ

ードバックを得られると考えている。（オーストラリア） 

(11) 我々の地域では、ISSB が各法域の基準設定主体と直接連携することや、適時にフィ

ードバックを収集する機会を設けるために、開発プロセスの途中で ISSBが各国の基

準設定主体と連携することなどが提案されている。（AOSSG） 

(12) 我々は公開協議及び対象を絞った協議の双方を通じて利害関係者から幅広く意見を

収集した。「SASB スタンダード」の内容は非常に専門的であるため、各法域で合同セ

ミナーを開催し、ISSB が利害関係者の質問に答える機会を設けることを提案する。
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（中国） 

(13) 公開草案では、ビジネス・モデルの多様性を認識するための変更が提案されている。

石油及びガスが 4 つの産業に分かれているように、電気事業者も発電と送電などに

分けることを検討されたのかを教えてほしい。（英国） 

(14) （(13)の発言に関して）この点は結論の根拠において示しているが、投資家はこの

分野を一般に１つの産業と捉えているため、現状の産業の分類を維持することを判

断した。ただし、一部の作成者は、産業の分類の細分化を強く望んでいることは理解

している。（ISSB スタッフ） 

(15) （(13)の発言に関して）1 つの産業に異なる 2 つのビジネス活動が含まれている場

合、リスク又は機会は本質的に共通点があるものの差異が生じる可能性はあり、最

終的には企業は自社の事業活動において重要性がある事項を選択して開示すること

になる。企業は、重要性があると考えられる項目が「SASB スタンダード」に存在す

ると自信をもって開示を進めることができる可能性はあるが、そのために細分化し

て 500もの産業分類が出来上がるような事態は避けたい。（Sue Lloyd 副議長） 

(16) 「SASB スタンダード」の修正案は、自然関連の事項について意思決定に有用な情報

を提供していると考えられるものの、十分な情報を提供しているかどうかまでは結

論付けられないと考えている。（英国） 

(17) （(16)の発言に関して）自然関連開示は、IFRS S1 号と「SASBスタンダード」を組

み合わせて対応されるものと考えており、「SASBスタンダード」のみ単独で対応され

るものではない点について留意いただきたい。（Sue Lloyd副議長） 

(18) 我が法域では「SASB スタンダード」が広く適用されていないものの、その実務上の

役割、すなわちサステナビリティ関連開示を検討し始めたばかりの企業にとっての

有用性はあると考えている。 

 将来的にはより示唆に富んだフィードバックを提供できると考えているが、これ

らの産業を検討するのは今回限りとなるのかを確認したい。（南アフリカ） 

(19) （(18)の発言に関して）各産業の「SASB スタンダード」の修正は一度きりの作業に

なるとは考えていないが、77 産業を網羅していく必要があるため、今回の機会を逃

さずに活用してほしい。（Sue Lloyd副議長） 

(20) ISSB 基準のセクター別の適用に関する広範な教育的資料の検討が有用と考えてい

る。これには、企業が産業固有の重要性があるリスク又は機会をどのように識別し、
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関連する指標を選択し、バリュー・チェーンにおけるデータ収集の制約に対処しつ

つ、不必要な実務負担を生じさせることなく意思決定に有用な情報を開示するのか

に関する実践的な例を含めることが考えられる。（トルコ） 

(21) 我々の法域における対象産業の関係者との円卓会議では、いくつか開示トピックや

指標について懸念が示された。「エネルギーの入手可能性」は、エネルギーの市場価

格メカニズムが規制に大きく依存しているため企業による対応の余地が非常に限ら

れている。「大気質」、「有害廃棄物管理」及び「生態系へのインパクト」は、過度な

コストや労力が生じる可能性があるためプロポーショナリティの導入を検討する必

要がある。また、「サプライ・チェーン管理」は、コストがかかるため第三者による

監査や検証ではなく社内モニタリングを重視すべきなどの意見があった。農産物産

業に関する修正案については、直接農場事業への範囲の拡大は支持するものの、「サ

プライ・チェーン管理」に関する開示事項が詳細すぎるとの意見があった。「水管理」

の指標は、適切な測定方法が欠如しているため、現時点で開示を求めるのは野心的

すぎるとの指摘があった。（ドイツ） 

(22) 農産物産業に関する修正案については新しい指標や用語に関する定義を求める意見

があり、食肉、家禽及び乳製品産業に関する修正案については、小規模農家や中小企

業におけるデータ収集インフラの欠如についての指摘があった。また、電気事業者

及び発電事業者産業に関する修正案については、「コミュニティとの関係及び先住民

族の権利」に関するデータの入手可能性について懸念が示された。（AOSSG） 

(23) 我々の法域における対象産業の大手企業と適用可能性等に焦点を当てた会合を行っ

た。修正案では「サプライ・チェーン管理」の開示トピックが非常に広範に記述され

ているが、これらが企業価値に影響を与え得るサステナビリティ関連のリスク及び

機会に直接結びつくのかどうかについて疑問が提起された。世界的な規制が確立さ

れていない分野や報告実務が未熟な分野においては開示を求めるのは時期尚早であ

る可能性があるため、慎重な費用対効果の分析が必要であるとの意見もあった。（韓

国） 

(24) （(23)の発言に関して）「サプライ・チェーン管理」については、「SASB スタンダー

ド」におけるトピックサマリーでそのトピックの役割と将来の見通しへの影響との

関連性について説明しているため、この点をご確認いただきたい。（ISSBスタッフ） 

(25) 農産物産業に関する修正案についてはトレーサビリティや大規模事業者に供給する

小規模農業企業への配慮の問題、食肉、家禽及び乳製品産業に関する修正案につい

てはバリュー・チェーン内の分断への対応の問題などが挙げられた。また、電気事業
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者及び発電事業者産業の修正案については、市場とエネルギーの入手可能性とのバ

ランスが必要との意見があった。（PAFA） 

(26) ISSB基準が開発される前から「SASBスタンダード」は我が法域で最も一般的に使用

されている産業別ガイダンスであり、また、今回の対象産業は我が法域において極

めて重要な産業である。「SASBスタンダード」が修正された場合、我が法域の証券委

員会の決議を変更しなければならないため、我々は関連する動向を注視している。

（ブラジル） 

(27) 対象産業は自然のテーマと深く結びついているものの、自然関連開示のプロジェク

トによる公表物が公表される頃には「SASB スタンダード」の修正案に対してコメン

トする機会がないことを懸念している。（メキシコ） 

(28) 我が法域では「SASB スタンダード」は広く適用されておらず、母国語による翻訳が

必要であるとの意見などが聞かれている。（サウジアラビア） 

 

V. 自然関連開示 

議題の概要 

14. 2025年 11月の ISSB ボード会議において、ISSBは、IFRS S1号及び IFRS S2 号の明示的

な要求事項に反映されていない自然関連のリスク及び機会に関する追加の開示要求を導

入するため、基準設定プロジェクトに着手することを決定した。その後、2026 年 1 月の

ISSB ボード会議より、自然関連の基準設定に関する具体的な議論を開始している。ISSB

は、2026年 10月に開催予定の生物多様性条約第 17回締約国会議（COP17）までに、追加

の開示要求に関する公開草案を公表することを目標としている。 

15. 本セッションでは、ISSB スタッフより 2026年 2 月の ISSB ボード会議の暫定決定の内容

について説明がなされ、次の項目について質疑応答及び意見交換が行われた。 

(1) IFRS実務記述書において、「自然関連の物理的リスク」及び「自然関連の移行リスク」

を定義するかどうか。また、「自然関連の移行リスク」について定義する場合、どの

ように定義するか。 

(2) IFRS実務記述書において、「環境資産」の概念を定義するのではなく記述（describe）

するかどうか。記述する場合、どのように記述するか。 

(3) 「環境資産」の概念を定義することを支持する場合、「環境資産」の代わりに使用す

べき用語について、何か提案はあるか。 
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SSAF会議での議論の概要 

16. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

基準の形式について 

(1) 基準設定の形式に関する意思決定は、前回の SSAF会議のフィードバックが大きく影

響している。特に、既に進められている IFRS S1号及び IFRS S2号の実務への導入

プロセスを混乱させないよう注意すべきとの意見を重く受け止めた。（Sue Lloyd副

議長） 

(2) ISSB 基準を適用している企業であっても、実務記述書を適用する義務はない、つま

り、実務記述書を適用しなくても、ISSB 基準への準拠を表明することはできる。一

方で、企業が任意で利用することもできるし、法域によっては企業に適用を求める

こともできる。ISSB は、断片化を減らし、高品質で比較可能性の高い自然関連開示

を支援したいと考えており、そのための資料として実務記述書が機能すると考えて

いる。（Sue Lloyd 副議長） 

(3) 実務記述書を適用した場合には、その企業は、実務記述書への準拠を表明すること

を要求することを検討している。そうすれば、市場参加者は、当該企業が自然関連の

情報を実務記述書に準拠して提供しているかどうかを把握することができる。この

点は、実務記述書が単に IFRS S1 号の内容を説明する以上の具体性をもたらすもの

であることから、重要であり、次回の ISSB会議において議論される予定である。（Sue 

Lloyd副議長） 

(4) IFRS S1 号は既に、企業にとって重要性があるすべてのサステナビリティ関連リス

ク及び機会について報告を求めているが、自然が企業にとって重要である場合であ

っても、自然関連の具体的な開示要求までは定めていない。企業は IFRS S1 号だけ

を用いて自然関連リスク及び機会に関する情報を提供することも可能であるが、実

務記述書を適用する場合、IFRS S1 号では求められていないいくつかの具体性のあ

る要求が加わる。つまり、IFRS S1号の一般的要求事項に追加的な具体性を与える重

要な効果があると言える。（Sue Lloyd副議長） 

(5) 実務記述書という仕組みは、IASBにおいても過去に 2 度しか用いられておらず、用

い方もそれぞれ少し異なっていた。今回の用い方もまた少し異なる。そのため、ISSB

がどのような設計思想で実務記述書を利用するのかを、より分かりやすく説明する

ことが重要だと思っている。（Sue Lloyd副議長） 
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(6) IFRS S3 号を設けないという決定については、我が法域ではあまり好意的に受け止

められていない。多くの人は、この決定によって、「自然は他の論点ほど重要ではな

い」というメッセージが発せられたと受け止めている。また、自然は既に IFRS S1号

に含まれていると言うのであれば、他の IFRS基準も不要ではないかという議論も聞

かれている。この決定を説明するための材料をいただけるとありがたい。（ブラジル） 

(7) （(6)の発言に関して）ウェブサイト上に FAQを掲載しており、それが役立つかもし

れない。もし強く必要性を感じるのであれば、各法域として実務記述書の適用を求

めることも可能であるという点は、明確に説明している。重要なことは、IFRS S1号

は確かに自然を対象に含んでいるが、実務記述書を適用することで、さらに具体的

な開示要求が追加されるという点である。自然が重要ではないと考えているからこ

の決定をしたわけでは決してない。（Sue Lloyd副議長） 

(8) 実務記述書という名称は、実務の導入を踏まえて開発されたもののように見えるが、

今回はそれに先行する位置付けであり、そこが混乱や懸念を生んでいるのかもしれ

ず、特に、自然関連リスクを支援するガイダンスとしての可視性が弱まるのではと

いう懸念がある。その点について何か資料があれば、そうした懸念を和らげるのに

有用であると考える。（南アフリカ） 

(9) 自然関連の開示要求については、実務記述書ではなく基準として開発すべきである。

基準とすることで ISSB基準体系の一貫性が保たれ、トピック基準としての可視性と

重要性も高まり、各法域での採用も促進される。また、GBF の 15の目標は既に締約

国に対して生物多様性関連情報の開示を求めており、基準という共通の国際的枠組

みを提供することで、この目標の実施に向けた各法域の負担を大幅に軽減できると

考える。さらに、実務記述書を各法域で義務化し得るという整理や、将来的に基準へ

移行し得るという点は、適用者にとって国際的な要求と国内の要求の関係を不明確

にし、各法域での整合的な制度設計を難しくするおそれがあることを懸念する。（中

国） 

(10) （(9)の発言に関して）実務記述書の形式とすることに関しては特定の質問項目を設

けることを決定しており、異なる形式の方が望ましいと考える人々には、意見を述

べる機会がある。（Sue Lloyd副議長） 

(11) 実務記述書については、IFRS の基準体系の中で非強制的な資料や任意のガイダンス

が過度に増える点について懸念がある。IFRS S1 号自体が既に広範かつ包括的であ

り、これにより基準体系がさらに肥大化し、気候以外の領域も含めて過度に拡張さ

れているとの印象を市場に与える可能性がある。また、将来的なテーマ別基準の開
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発意図が弱いと受け取られるおそれもあり、その点は慎重に検討すべきであると考

える。（韓国） 

(12) 本議題の冒頭に、ISSB から実務記述書に関する説明が提供されたことは非常に有用

であった。（カナダ） 

(13) 形式については多くのフィードバックが寄せられることになるであろう。その点を

明示的に質問事項に含める予定であることは良いと思う。ただ、市場に対してそれ

らの質問をどのように伝えるのが最適なのか、つまり、公開草案が最適な手段なの

か、あるいはディスカッション・ペーパの方が適しているのかを検討することを期

待したい。ディスカッション・ペーパに加え、例示的な公開草案（illustrative 

exposure draft）を併せて提示した SASBで採用した創造的なアプローチも参考にな

る。これによって、より広範な性質の質問を投げかけつつ、同時に方向性を明確に示

すことが出来ていた。（オーストラリア） 

(14) （(13)の発言に関して）ボードでも明示的に議論し、基準設定に進むことを決定し

た際に、必要となる時間のコスト・ベネフィットを考慮した結果、ディスカッショ

ン・ペーパは合理的ではないという結論に至っている。（Sue Lloyd 副議長） 

(15) 自然関連開示は、最終的には独立したサステナビリティ開示基準となるべき可能性

があると考えている。ただし、現時点では、実務記述書として進めることは、現実的

なステップとして理解している。このアプローチにより、作成者が能力や体制を整

備するための時間を確保することができる。我が法域における優先事項は、まず、作

成者及び保証提供者が既にある 2つの ISSB基準書を十分に理解し、一定の成熟度に

到達することである。そのため、自然関連のガイダンスを義務化するかどうかにつ

いては、市場の成熟度及び実務経験に基づき、時間をかけて判断すべきである。（ト

ルコ） 

(16) 実務記述書が、例えば「SASB スタンダード」など他の資料との関係でどのように位

置づけられるのか、実務記述書と「SASB スタンダード」の相対的な権威付けはどう

なるのか。「SASB スタンダード」は IFRS S1号で参照されるが、実務記述書は同様に

は参照されないのではないか。IFRS S1 号は、ISSB が将来策定する基準を包含でき

るよう設計されていることは理解しているが、実務記述書は基準ではないため、そ

の点をどのように扱うのか確認したい。（英国） 

(17) （(16)の発言に関して）実務記述書は、IFRS S2号が IFRS S1号で参照されないのと

同様、IFRS S1号における参照先とならない。一方で、「SASBスタンダード」は実務
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記述書の中で参照されることになるだろう。少なくとも、IFRS S1号において、リス

ク及び機会の識別や適用可能な指標の識別のための関連ガイダンスとして「SASB ス

タンダード」を参照しているのと同様の仕組みを、実務記述書においても設ける予

定である。（Sue Lloyd副議長） 

(18) （(16)の発言に関して）ISSB基準を適用する場合、まず IFRS S1号を適用し、気候

が重要なリスク又は機会であると判断した場合には、IFRS S2 号を適用して気候関

連開示を行う必要がある。自然については、IFRS S1号を適用し、自然関連リスク及

び機会について情報提供が必要と判断した場合、企業は実務記述書を選択的に利用

できる。実務記述書によって自然関連リスク及び機会に関する具体的情報の開示方

法が示される。つまり、実務記述書を使うと決めた場合には、気候における IFRS S2

号と同じような役割を自然の文脈で果たすことになる。この時、気候と「SASB スタ

ンダード」と同様の関係が、実務記述書においても構築される。唯一の違いは、気候

の場合には IFRS S2 号の適用が義務付けられる一方、自然の場合には実務記述書の

利用を選択できるという点である。（Sue Lloyd副議長） 

(19) 実務記述書を使うかどうかは選択可能ということになれば、別のものを使う企業も

出てくる可能性がある。その場合、比較可能性はどうなるのか。（ブラジル） 

(20) （(19)の発言に関して）理想としては、基準があれば完全な比較可能性を実現でき

るかもしれないが、現実的には、多くの利害関係者が IFRS S1号及び IFRS S2号の

導入に既に苦労しており、各法域で進んでいるその努力を妨げたくない。実務記述

書を用いず、IFRS S1号に基づいて自然関連情報を提供する企業もあり得るため、投

資家の理解や比較可能性の観点からは、準拠表明に関する議論が重要になると思っ

ている。自然関連情報を提供している場合、それが実務記述書に基づくものなのか

どうかを市場に明確に示すことにより、情報がどの程度比較可能かについて市場が

理解できる。（Sue Lloyd 副議長） 

定義（全般）について 

(21) 「定義（definition）」と「記述（description）」の違いは何か。実務記述書への準

拠を主張する場合、定義があれば準拠を主張しやすいが、単なる記述だけでは準拠

を主張するのは少し難しくなるという印象を持った。そういった理解で正しいか。

（SSBJ） 

(22) （(21)の発言に関して）妥当な理解だと思う。定義は正式な用語集、つまり付録にお

ける定義として記載されるものである。通常、定義の方がより厳密である。一方、記
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述は、何かを一般的に説明するが、それほど決定的なものではない。したがって、

IFRS 財団の文書では一般的に、ある事項の範囲を明確に定めたい場合や、特定の用

語を厳密に適用したい場合には定義を用いている。一方で、記述は、理解を助けるた

めに、より全体像やイメージを伝えたい場合に用いることが多い。したがって、特に

適用範囲を検討する場面では、記述より定義を用いることの方が一般的である。（Sue 

Lloyd副議長） 

(23) 既存の IFRS基準においても、定義が難しい場合に記述アプローチを採る先例は既に

存在している。記述を行う場合は、例示が有用であり、何が該当しないかを示すこと

も有益であると考える。（PAFA） 

移行リスクについて 

(24) 気候の分野とは異なり、自然分野では「何に移行するのか」が必ずしも明確ではない

ため、自然関連の移行リスクの定義付けは適切ではないと考える。物理的リスクと

移行リスクを厳密に区分するよりも、自然関連リスクを広く定義し、政策・法務・技

術・市場・評判等の具体的なリスク類型は説明で補足する形が適切ではないかと考

える。（英国） 

(25) 自然関連リスクには、政策変更や技術変化、資源競争などを契機として企業が異な

るビジネス・モデルへの移行を迫られる側面が存在する。そのため、企業が潜在的な

自然関連リスクを適切に識別できるよう、より整理された形でリスクを定義するこ

とが重要である。移行リスクの区分を完全になくしてしまうと、物理的リスクとの

違いが不明確になるおそれがあるため、移行リスクを定義することを支持する。（メ

キシコ） 

(26) 移行リスクについて、気候は移行先が明確であるが、自然分野では明確でないため、

概念の定義付けには慎重であるべきであり、原則や例示で説明する、又は別の名称

で記述的に整理する方が適切ではある。仮に定義する場合には、生態系の均衡

（ecosystem equilibria）の変化などの専門的な表現は避け、生態系の状態、レジ

リエンス、又は機能（ecosystem condition, resilience or functioning）の変化

といった平易な用語にすべきである。（南アフリカ） 

(27) 自然関連の物理的リスクと自然関連の移行リスクを分けて定義することを提案す

る。移行リスクについては定義がより難しく、自然と気候の移行リスクの境界も明

確化すべきであり、多様な自然の目標や移行経路を踏まえた整理が必要であると考

える。（中国） 
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(28) 自然関連の移行リスクについては、気候よりも概念が広く不明確であるというスタ

ッフの懸念は理解するが、一定の説明や定義は依然として有用であると考える。TNFD

のアプローチと ISSBの既存のリスクの定義を組み合わせることで、自然関連の文脈

の広さと財務的影響の明確さの両方を確保できる可能性がある。特に規制変更など

による財務影響も含めて整理することで、投資家にとってより理解しやすい概念に

なると考える。（韓国） 

(29) 自然関連の物理的リスクと移行リスクを定義することには、概念整理の明確化や

IFRS S2号との構造的整合性の観点から一定の利点があると理解する。一方で、自然

分野における移行は気候変動と異なり複数の経路を持ち、最終状態も一義的ではな

いため、定義を早期に固定することは現時点の市場理解の状況を踏まえると混乱を

招くおそれがある。そのため、現時点での厳密な定義付けには慎重であるべきと考

える。（カナダ） 

(30) 定義があることで、開示範囲の明確化、ひいては比較可能性の向上につながるため、

物理的リスクついては定義を設けることを提案する。その際、ESRS における自然関

連の物理的リスクの記述との整合が図られることを期待する。ESRS の記述は、全体

として TNFDの定義とも整合している。これは移行リスクについても同様に当てはま

る。（エフラグ） 

(31) 物理的リスクについては定義を支持する。これは自然関連リスクの範囲の明確化に

役立つからである。一方、自然関連の移行リスクについては、厳密な定義よりも、例

示を伴う記述を支持する。自然における移行経路は、気候よりも多様であり、成熟度

も低いためである。（トルコ） 

環境資産（environmental assets）について 

(32) 生態系サービスを定義するのであれば、環境資産に相当する概念についても定義が

必要であると考える。一方で、「assets」という語は誤解を招く可能性があるため、

代替として環境資源（environmental resources）という用語が適切ではないかと考

える。この用語は自然由来の資源という本質を維持しつつ、IFRS 文献の用語とも整

合的である。（英国） 

(33) 環境資本（environmental capital）については、リスクの識別に必須の概念とは考

えていない。多くの法域で自然資本アプローチは浸透しているものの、「capital」と

いう用語は難解であり、定義しない方が適切ではないかと考える。むしろ、生態系サ

ービスの源泉として、自然環境（natural environment）や自然の状態（state of 
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nature）といった表現で説明する方が望ましい。（メキシコ） 

(34) 環境資産については、会計上の資産概念を想起させるところに課題があり、自然資

源（natural resources）及び生態系（ecosystems）への置き換えが考えられる。た

だし、大気など必ずしも生態系に収まらない領域もあるため、IFRS S1号との整合を

踏まえつつ、財務諸表上の認識を意図しないことが明確になる表現が望ましいと考

える。（南アフリカ） 

(35) 環境資産については、TNFD の定義が会計上の資産概念と整合しないため、同用語を

直接採用すべきではないと考える。むしろ定義として固定するのではなく、概念と

して記述するにとどめ、別の用語を用いるべきである。その際、TNFD との間で用語

の整合性について対話を行い、相互運用可能性を高めることが重要であると考え

る。（中国） 

(36) （(35)の発言に関して）TNFDとの関係について、ISSBの自然チームには、TNFDから

の出向者も参加しており、用語、定義、記述のあり方、そして文言の整合性につい

て、密接に協働している。（Sue Lloyd副議長） 

(37) 環境資産については、会計上の資産概念との混同を避ける観点から、厳密な定義は

行わないという提案に概ね同意する。そのうえで、TNFD のように資源・関係性・企

業との関係性といった形で概念的に説明するアプローチが適切であり、定義ではな

く記述として整理する方が望ましいと考える。（韓国） 

(38) 環境資産については、会計上の資産概念との混同が生じるリスクがあるため、定義

よりも記述にとどめる方が適切であると考える。記述であれば概念的な明確性を確

保しつつ、誤解を招く過度な厳密性を避けることができる。仮に定義を行う場合で

も、「asset」という語に伴う会計的含意を避けつつ、範囲を適切に維持できる代替用

語が必要となる。その際、用語が十分に明確であり、自然環境の生物・非生物の双方

を包含し、かつ既存フレームワークとの相互運用可能性を確保することが重要であ

る。例えば、自然資源（natural resources）、生態系（ecosystems）といった方向性

が考えられるが、その妥当性についてはさらなる検討が必要である。（カナダ） 

(39) 環境資産については、定義ではなく記述にとどめる方が適切であり、「assets」とい

う用語自体を避けることが重要であると考える。IFRS S1号の記述にある「資源及び

関係は財務諸表における資産に限定されない」という趣旨の文言を組み合わせるこ

とで、誤解をより効果的に回避できると考える。また、「benefits」という表現も、

資産概念との連想を生むため注意が必要であり、IFRS S1号及び IFRS S2 号との整
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合性を踏まえ、「キャッシュ・フローを生み出す能力」といった表現に置き換えるこ

とが考えられる。（オーストラリア） 

(40) 環境資産の概念については、定義ではなく記述を推奨する。ただし、環境資産という

用語を使用しない場合、TNFDとの整合性の観点から混乱を招く可能性がある。（エフ

ラグ） 

(41) 環境資産については、定義ではなく記述を支持する。正式な定義は、翻訳上の課題

や、IFRS 会計基準上の資産の概念との混乱を生む可能性がある。仮に定義が必要と

判断される場合には、自然関連の資源及び状態（nature-related resources and 

conditions）といった代替用語が考えられる。（トルコ） 

(42) 環境資産については、「asset」という言葉が、認識・測定といった基本的な会計論点

を想起させる。そのため、環境資源（environmental resources）という用語を支持

したい。（PAFA） 

(43) 環境資産について、「asset」という表現についてはやや批判的である。それは企業に

よって排他的に使用されるものではなく、むしろ「resources」として捉えるべき場

合もあるからである。そのため、「resources」を代替用語として支持する。（ドイツ） 

(44) 環境資産は、社会全体にとっての公共財としての資産である。自然に関する本質的

な問題は、我々全員が公共財にアクセスしている一方で、そこに明確な所有権が存

在していないことである。したがって、このケースでは「asset」という概念は適切

ではないと考える。重要なのは、フローを生み出している資源や自然システムであ

り、そのフローこそが、企業のキャッシュ・フローの生成や収入の創出にリスクをも

たらし得るものである。（メキシコ） 

 

VI. アジェンダ計画及び会議概要 

議題の概要 

17. 本セッションでは、ISSBスタッフより、今後のアジェンダ計画に関して説明がなされた。 

18. 次回の SSAF会議は、10月に 2日間に分けてオンラインにて開催する予定であり、現時点

における ISSB の作業状況に鑑み、「SASB スタンダード」の向上プロジェクト、自然関連

開示プロジェクト、IFRS S1号及び IFRS S2 号の導入支援、GHGプロトコルなどが議題と

して想定されていることが示された。 
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SSAF会議での議論の概要 

19. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 本日のセッションでは、IFRS 財団より、公表され始めた報告書に対するモニタリン

グを実施している旨の説明があった。各法域の基準設定主体においても、各法域に

おける制度の進展に伴い、同様の取組みを行うことになると考えられる。したがっ

て、現時点で把握されている初期的な論点や、今後予定されているモニタリングの

内容、さらには各法域の基準設定主体がどのように貢献し得るかについて、議論す

る機会が設けられることが望ましい。（オーストラリア） 

(2) 自然関連開示に関する継続的な議論に加え、開示のモニタリング及び導入支援の継

続について議論を行うことに賛同する。また、本日の AASBのアプローチに関する議

論は非常に興味深く、他の法域においても ISSBと連携し、ガイダンスの策定や能力

構築に取り組んでいる事例があれば、共有いただきたい。さらに、GHG プロトコル改

訂案及び当該改訂案に対する ISSBの見解についても、扱うべきトピックとして提案

したい。（カナダ） 

(3) 本日のセッションでは、ISSB が SASB 向上プロジェクトの第 2 フェーズを継続する

か否かについて言及があった。仮に第 2 フェーズを開始する場合には、その前に、

我々が意見を表明できる機会を設けていただきたい。（英国） 

 

以 上 


